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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

令和７年３月期中間期 40,305 0.7 2,720 37.1 3,023 34.2 2,053 32.1

令和６年３月期中間期 40,029 8.9 1,984 △17.8 2,252 △14.4 1,555 △16.5

（注）包括利益 令和７年３月期中間期 816百万円（△76.3％） 令和６年３月期中間期 3,449百万円（62.5％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

令和７年３月期中間期 81.37 －

令和６年３月期中間期 61.60 －

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

令和７年３月期中間期 103,174 71,976 69.5 2,840.63

令和６年３月期 104,037 71,640 68.6 2,827.76

（参考）自己資本 令和７年３月期中間期 71,707百万円 令和６年３月期 71,382百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

令和６年３月期 － 17.00 － 19.00 36.00

令和７年３月期 － 18.00

令和７年３月期（予想） － 18.00 36.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 91,500 6.1 5,000 △6.9 5,400 △7.2 3,800 △5.7 150.53

１．令和７年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（令和６年４月１日～令和６年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．令和７年３月期の連結業績予想（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 令和７年３月期中間期 27,060,000株 令和６年３月期 27,060,000株

②  期末自己株式数 令和７年３月期中間期 1,816,570株 令和６年３月期 1,816,606株

③  期中平均株式数（中間期） 令和７年３月期中間期 25,243,428株 令和６年３月期中間期 25,243,614株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：有

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。



１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況 ……………………………………………………………………………………… ２

（２）当中間期の財政状態の概況 ……………………………………………………………………………………… ２

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… ２

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………… ３

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書 …………………………………………………………… ５

中間連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………… ５

中間連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………………………… ６

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………… ７

（４）中間連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………… ８

（継続企業の前提に関する注記）…………………………………………………………………………………… ８

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………… ８

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記） ………………………………………………… ８

（会計方針の変更に関する注記） ………………………………………………………………………………… ８

（セグメント情報等の注記） ……………………………………………………………………………………… ９

３．補足情報

（１）部門別受注高比較表（連結） …………………………………………………………………………………… 10

（２）部門別売上高比較表（連結） …………………………………………………………………………………… 10

（３）部門別繰越高比較表（連結） …………………………………………………………………………………… 10

○添付資料の目次

- 1 -

名工建設（株）（1869）令和７年3月期第2四半期（中間期）決算短信



１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、経済活動の正常化が進み、雇用・所得環境の改善による景気の緩や

かな持ち直しが続いている一方、世界的な原材料価格の高止まりや金融引き締め等による景気後退懸念など、依然

として取り巻く環境は厳しく、先行きは不透明な状況が続いております。

　建設業界においては、堅調な公共投資とともに、民間設備投資にも回復傾向がみられますが、建設コストの高止

まりによる影響、担い手の確保や長時間労働の解消などへの対応が急務となっており、企業業績への好材料は限定

的と言わざるを得ない状況にあります。

　このような情勢下、当社グループは令和６年度から新たに第19次経営計画をスタートさせ、４つの経営目標「信

頼」「競争力」「実行力」「挑戦」を掲げ、「安全と技術の名工」「社員が誇れる企業」を目指し課題解決に取り

組んでまいりました。

　当中間連結会計期間の連結業績は、売上高は40,305百万円（前年同期比 276百万円増加）となりました。利益に

おきましては、営業利益が2,720百万円（前年同期比 736百万円増加）、経常利益は3,023百万円（前年同期比 770

百万円増加）で親会社株主に帰属する中間純利益は2,053百万円（前年同期比 498百万円増加）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

　当中間連結会計期間については、完成工事高は前年同期比268百万円増加（0.7％）の40,392百万円となったこと

により、セグメント利益は前年同期比684百万円増加（15.4％）の5,125百万円となりました。

（不動産事業等）

　当中間連結会計期間については、兼業事業売上高が前年同期比48百万円増加（8.7％）の610百万円となったこと

により、セグメント利益は前年同期比32百万円増加（15.3％）の244百万円となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ契約資産が6,435百万円増加、土地が2,634百

万円増加、現金預金が2,435百万円増加しましたが、受取手形・完成工事未収入金等が11,600百万円減少したことな

どにより862百万円減少して103,174百万円となりました。

　負債につきましては、短期借入金が650百万円増加しましたが、長期借入金が784百万円減少、賞与引当金が1,221

百万円減少したことなどにより、1,198百万円減少の31,198百万円となりました。

　純資産につきましては、その他有価証券評価差額金が1,195百万円減少しましたが、利益剰余金が1,574百万円増

加したことなどにより、336百万円増加の71,976百万円となりました。

②キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、20,099百万円となり、前連結会計年度末比

2,435百万円の増加となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは5,881百万円の収入超過（前年同期は8,589百万円の支出超過）となりまし

た。主な要因は、賞与引当金の減少1,221百万円、その他の資産の増加1,033百万円等の支出要因がありましたが、

税金等調整前中間純利益3,021百万円、売上債権の減少5,057百万円等の収入要因があったことによるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは2,831百万円の支出超過（前年同期は653百万円の支出超過）となりまし

た。主な要因は、有形固定資産の取得による支出2,719百万円、無形固定資産の取得による支出69百万円等があった

ことによるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは614百万円の支出超過（前年同期は414百万円の支出超過）となりました。

主な要因は、長期借入れによる収入400百万円等がありましたが、長期借入金の返済による支出434百万円、配当金

の支払額479百万円等があったことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　今年度通期の売上高、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益の連結業績予想については令和

６年５月９日に公表しました通りであります。
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（単位：百万円）

     
前連結会計年度

(令和６年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 17,663 20,099

受取手形・完成工事未収入金等 19,540 7,939

契約資産 28,766 35,202

電子記録債権 69 177

未成工事支出金 133 251

その他の棚卸資産 119 118

その他 370 1,404

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 66,662 65,192

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 6,110 5,969

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 584 612

土地 3,730 6,364

建設仮勘定 271 155

有形固定資産合計 10,696 13,102

無形固定資産

ソフトウエア 561 503

その他 20 19

無形固定資産合計 581 523

投資その他の資産

投資有価証券 23,746 22,056

退職給付に係る資産 1,907 1,882

その他 480 455

貸倒引当金 △38 △37

投資その他の資産合計 26,096 24,356

固定資産合計 37,375 37,981

資産合計 104,037 103,174

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

     
前連結会計年度

(令和６年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 9,254 8,756

短期借入金 968 1,618

未払法人税等 947 995

未成工事受入金 2,189 2,496

完成工事補償引当金 217 217

賞与引当金 2,315 1,093

役員賞与引当金 58 7

その他 5,593 6,399

流動負債合計 21,542 21,585

固定負債

社債 1,000 1,000

長期借入金 2,832 2,048

繰延税金負債 3,622 3,062

退職給付に係る負債 2,611 2,696

その他 787 805

固定負債合計 10,854 9,613

負債合計 32,397 31,198

純資産の部

株主資本

資本金 1,594 1,594

資本剰余金 1,823 1,823

利益剰余金 56,799 58,373

自己株式 △949 △949

株主資本合計 59,267 60,842

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10,331 9,135

退職給付に係る調整累計額 1,783 1,729

その他の包括利益累計額合計 12,114 10,865

非支配株主持分 257 269

純資産合計 71,640 71,976

負債純資産合計 104,037 103,174
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（単位：百万円）

     

前中間連結会計期間
(自　令和５年４月１日

　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

売上高 40,029 40,305

売上原価 35,379 34,907

売上総利益 4,649 5,398

販売費及び一般管理費 2,664 2,677

営業利益 1,984 2,720

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 236 289

受取地代家賃 37 39

その他 21 8

営業外収益合計 295 337

営業外費用

支払利息 24 33

その他 3 1

営業外費用合計 27 34

経常利益 2,252 3,023

特別利益

固定資産売却益 27 0

特別利益合計 27 0

特別損失

固定資産除却損 0 1

特別損失合計 0 1

税金等調整前中間純利益 2,278 3,021

法人税等 722 955

中間純利益 1,556 2,066

非支配株主に帰属する中間純利益 1 12

親会社株主に帰属する中間純利益 1,555 2,053

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　令和５年４月１日

　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

中間純利益 1,556 2,066

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,899 △1,195

退職給付に係る調整額 △6 △53

その他の包括利益合計 1,892 △1,249

中間包括利益 3,449 816

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,445 804

非支配株主に係る中間包括利益 3 12

（中間連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

     

前中間連結会計期間
(自　令和５年４月１日

　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,278 3,021

減価償却費 434 425

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △1

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △94 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,339 △1,221

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △46 △50

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 956 32

受取利息及び受取配当金 △236 △289

支払利息 24 33

有形固定資産売却損益（△は益） △27 △0

有形固定資産除却損 0 1

売上債権の増減額（△は増加） △671 5,057

未成工事支出金の増減額（△は増加） △211 △118

その他の棚卸資産の増減額（△は増加） 2 0

その他の資産の増減額（△は増加） △1,850 △1,033

仕入債務の増減額（△は減少） △9,464 △497

未成工事受入金の増減額（△は減少） 594 306

その他の負債の増減額（△は減少） 1,729 856

小計 △7,921 6,524

利息及び配当金の受取額 236 289

利息の支払額 △24 △33

法人税等の支払額 △880 △898

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,589 5,881

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △316 △2,719

有形固定資産の売却による収入 31 0

固定資産の除却による支出 － △0

無形固定資産の取得による支出 △368 △69

投資有価証券の取得による支出 － △43

投資有価証券の売却による収入 0 －

貸付けによる支出 △0 －

貸付金の回収による収入 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △653 △2,831

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 300 △100

長期借入れによる収入 400 400

長期借入金の返済による支出 △634 △434

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 － 0

配当金の支払額 △479 △479

非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △414 △614

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,657 2,435

現金及び現金同等物の期首残高 27,226 17,663

現金及び現金同等物の中間期末残高 17,569 20,099

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用の算定については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法人

税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

（会計方針の変更に関する注記）

　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っております。これによる中間連結財務諸表に与える影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。これによる前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び

前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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（単位：百万円）

     報告セグメント
調整額

（注１）

中間連結

損益計算書

計上額

（注２）
建設事業 不動産事業等 合計

売上高

外部顧客への売上高 39,484 544 40,029 － 40,029

セグメント間の内部売上高

又は振替高
639 16 655 △655 －

計 40,123 561 40,685 △655 40,029

セグメント利益 4,440 211 4,652 △2,667 1,984

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

（注１）

中間連結

損益計算書

計上額

（注２）
建設事業 不動産事業等 合計

売上高

外部顧客への売上高 39,713 592 40,305 － 40,305

セグメント間の内部売上高

又は振替高
679 17 696 △696 －

計 40,392 610 41,002 △696 40,305

セグメント利益 5,125 244 5,369 △2,648 2,720

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自令和５年４月１日　至令和５年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益の調整額△2,667百万円には、セグメント間取引消去△2百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△2,664百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しな

い販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自令和６年４月１日　至令和６年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益の調整額△2,648百万円には、セグメント間取引消去28百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△2,677百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しな

い販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（単位:百万円）

区分
令和６年３月期 令和７年３月期

比較増減 増減率
第２四半期 構成比 第２四半期 構成比

％ ％ ％

土木 19,364 59.7 21,193 63.8 1,828 9.4

建築 13,086 40.3 12,049 36.2 △ 1,036 △ 7.9

計 32,451 100.0 33,242 100.0 791 2.4

官公庁 10,958 33.8 6,683 20.1 △ 4,275 △ 39.0

民間 21,492 66.2 26,559 79.9 5,067 23.6

計 32,451 100.0 33,242 100.0 791 2.4

３．補足情報

（１）部門別受注高比較表（連結）

（単位:百万円）

区分
令和６年３月期 令和７年３月期

比較増減 増減率
第２四半期 構成比 第２四半期 構成比

完成工事高 ％ ％ ％

土木 28,384 71.9 29,087 73.2 702 2.5

建築 11,099 28.1 10,625 26.8 △ 474 △ 4.3

計 39,484 100.0 39,713 100.0 228 0.6

官公庁 10,338 26.2 12,249 30.8 1,910 18.5

民間 29,146 73.8 27,463 69.2 △ 1,682 △ 5.8

計 39,484 100.0 39,713 100.0 228 0.6

兼業事業売上高 544 ― 592 ― 47 8.8

総売上高 40,029 ― 40,305 ― 276 0.7

（２）部門別売上高比較表（連結）

（単位:百万円）

区分
令和６年３月期 令和７年３月期

比較増減 増減率
第２四半期 構成比 第２四半期 構成比

％ ％ ％

土木 51,908 67.1 51,816 58.5 △ 91 △ 0.2

建築 25,434 32.9 36,784 41.5 11,349 44.6

計 77,342 100.0 88,600 100.0 11,258 14.6

官公庁 25,640 33.2 26,351 29.7 710 2.8

民間 51,701 66.8 62,249 70.3 10,547 20.4

計 77,342 100.0 88,600 100.0 11,258 14.6

（３）部門別繰越高比較表（連結）
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令和６年10月30日

名工建設株式会社

１．全体概況

(単位:百万円　％）

（１）受注高は、前年同期比791百万円（2.4％）増の33,242百万円となりました。

（２）売上高は、前年同期比276百万円（0.7％）増の40,305百万円となりました。これは

完成工事高、兼業事業売上高が共に増加したことによるものです。

（３）営業利益は、前年同期比736百万円（37.1％）増の2,720百万円となりました。これ

は完成工事総利益と兼業事業売上総利益が共に増加し、販売費・一般管理費が前年

同期とほぼ同額にとどまったことによるものです。

（４）経常利益は、営業外収支で302百万円の利益を計上した結果、前年同期比770百万円

（34.2％）増の3,023百万円となりました。

（５）税金等調整前中間純利益は、前年同期比742百万円（32.6％）増の3,021百万円と

なりました。

税金等調整前中間純利益に法人税等・非支配株主持分を控除した親会社株主に帰

属する中間純利益は前年同期比498百万円（32.1％）増の2,053百万円となりまし

た。

結果、第２四半期（中間期）決算といたしましては、増収増益、増収は２期連続、

増益は３期振りとなりました。

令和７年３月期 　第２四半期（中間期）決算発表

期 第83期 第84期

年度 ５/９ ６/９ 増減額 増減率

受注高 32,451 33,242 791 2.4

売上高 40,029 40,305 276 0.7

営業利益 1,984 2,720 736 37.1

経常利益 2,252 3,023 770 34.2

税金等調整前
中間純利益

2,278 3,021 742 32.6

親会社株主に帰属す
る中間純利益

1,555 2,053 498 32.1

前年同期比
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２．発注者別の受注・売上状況

（１）受注高 （単位：百万円、％）

①受注高は、前年同期比791百万円（2.4%）増の33,242百万円となりました。

②土木部門は、官公庁・民間とも増加し、前年同期比1,828百万円（9.4%）増の

21,193百万円となりました。

③建築部門は、民間が増加しましたが官公庁が減少したため、前年同期比1,036百万

円（7.9%）減の12,049百万円となりました。

（２）売上高 （単位：百万円、％）

①完成工事高は、部門別では土木は増加しましたが建築は減少、発注者別では官公庁

は増加しましたが民間は減少となり、前年同期比228百万円（0.6％）増の

39,713百万円となりました。主として、土木・官公庁部門の完成工事高増加が要因

であります。

②兼業事業売上高は、高水準の入居率と賃料改定により、前年同期比47百万円

（8.8%）増の592百万円となりました。

③以上の結果、売上高全体では前年同期比276百万円（0.7%）増の40,305百万円とな

りました。

発注別 ５/９ 構成比 ６/９ 構成比 前年同期比 前年同期比率

官公庁 5,985 15.2% 8,253 20.8% 2,268 37.9%

民間 22,399 56.7% 20,833 52.5% △1,565 △7.0% 

小計 28,384 71.9% 29,087 73.2% 702 2.5%

官公庁 4,353 11.0% 3,995 10.1% △357 △8.2% 

民間 6,746 17.1% 6,630 16.7% △116 △1.7% 

小計 11,099 28.1% 10,625 26.8% △474 △4.3% 

土木 5,985 15.2% 8,253 20.8% 2,268 37.9%

建築 4,353 11.0% 3,995 10.1% △357 △8.2% 

小計 10,338 26.2% 12,249 30.8% 1,910 18.5%

土木 22,399 56.7% 20,833 52.5% △1,565 △7.0% 

建築 6,746 17.1% 6,630 16.7% △116 △1.7% 

小計 29,146 73.8% 27,463 69.2% △1,682 △5.8% 

39,484 100.0% 39,713 100.0% 228 0.6%

544 － 592 － 47 8.8%

40,029 － 40,305 － 275 0.7%合計

部
門
別

土木

建築

発
注
者
別

官公庁

民間

計

兼業売上

発注別 ５/９ 構成比 ６/９ 構成比 前年同期比 前年同期比率

官公庁 5,253 16.2% 6,533 19.7% 1,280 24.4%

民間 14,111 43.5% 14,659 44.1% 548 3.9%

小計 19,364 59.7% 21,193 63.8% 1,828 9.4%

官公庁 5,705 17.6% 149 0.4% △5,555 △97.4% 

民間 7,380 22.7% 11,899 35.8% 4,518 61.2%

小計 13,086 40.3% 12,049 36.2% △1,036 △7.9% 

土木 5,253 16.2% 6,533 19.7% 1,280 24.4%

建築 5,705 17.6% 149 0.4% △5,555 △97.4% 

小計 10,958 33.8% 6,683 20.1% △4,275 △39.0% 

土木 14,111 43.5% 14,659 44.1% 548 3.9%

建築 7,380 22.7% 11,899 35.8% 4,518 61.2%

小計 21,492 66.2% 26,559 79.9% 5,067 23.6%

計 32,451 100.0% 33,242 100.0% 791 2.4%

発
注
者
別

官公庁

民間

部
門
別

土木

建築
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３．財政状態

（１）総資産は契約資産が減少しましたが、現金預金や有形固定資産が増加したことによ

り、前年同期比4,260百万円増加し、 103,174百万円となりました。

（２）有利子負債は前年同期比で664百万円減少し、4,666百万円となりました。

借入金比率は前期同期比0.9%減少の4.5％となりました。

（３）自己資本は、前年同期比で4,539百万円増加し、71,707百万円となりました。これ

は「利益剰余金」、「その他包括利益累計額」が増加したことによるものでありま

す。

（４）以上の結果、当第２四半期（中間期）末の自己資本比率は前年同期比で1.6％上昇

して69.5%となり、１株当たり純資産は前年同期比、約179円増加して約2,840円と

なりました。

４．通期の見通し

（単位：百万円）

（１）受注高・売上高の通期見込については、受注環境の不透明感がありますが、公表

数値は達成可能と考えており、変更はありません。

（２）営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益の通期見込については、

建設原材料費の高止まりという不安定要素がありますが、公表数値は達成可能と

考えており、変更はありません。

（３）配当につきましては、当社グループの当期の業績見込、事業環境を総合的に勘案

し、中間配当につきましては１株につき１８円とさせていただきます。

なお、期末の配当金につきましては１株につき１８円を予想しており、中間・期

末合計で年３６円を予想しております。

以上

５/９ ６/３ ６/９ 前年同期比

98,914 104,037 103,174 4,260

5,330 4,800 4,666 △664 

5.4 4.6 4.5 △0.9 

67,168 71,382 71,707 4,539

67,409 71,640 71,976 4,566

67.9 68.6 69.5 1.6

2,660.80 2,827.76 2,840.63 179.83

自己資本比率(％)

１株当たり純資産（円）

総資産（百万円）

有利子負債(百万円）

借入金比率（％）

自己資本（百万円）

純資産（百万円）

令和６年３月期

実績 公表(R6.5.9) 今回 増減

受注高 95,776 84,000 84,000 ―

売上高 86,218 91,500 91,500 ―

営業利益 5,370 5,000 5,000 ―

経常利益 5,820 5,400 5,400 ―
親会社株主に帰属する

当期純利益 4,028 3,800 3,800 ―

１株当たり配当金（中間） 17円 18円 18円 ―

１株当たり配当金予想(期末) 19円 ― 18円 ―

令和７年３月期見込
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